アンケート時にいただいた質問に対する回答
【質問①】
現状防災避難訓練参加人数の少ないのを如何にして増やすかの方策を具体的に教えてほしい。特に現役世代の参加について。

【回答】（中越市民防災安全士会 岸会長より）
多くの町内が訓練参加者が少ないことを問題としています。時間が掛かることかも知れませんが、「防災活動が必要だ」と思って頂ける仕掛けが必要かと思います。
　①いきなり“避難訓練をやりましょう”では訓練の必然性が伝わりません。
　　避難先である学校で「避難所探検」（防災備品を見るなど）を行うなど、災害発生
　　を想起させるような「ひと手間加えた訓練」を計画されてはどうでしょう。
　②災害から身を守る訓練のみですと、無味乾燥で、参加意欲がわかないのかも知れ
ません。避難先で防災クイズを行い、若干の商品を提供するなど遊びの要素を　　入れることもおすすめです。
参加人数がある程度見込め、かつ子供会と連携できるのであれば、子供を対象とした防災訓練でもよいでしょう。親子での参加も見込めます。
　③自分たちの町内が災害リスクを抱えていることを住民全体で理解するところから
始められてはどうでしょう。
　　中越市民防災安全士会による「洪水」や「地震」の出前講座をご利用ください。
　④町内の年間計画に「6月に情報伝達訓練と避難訓練を行う」と予め明記するなど、
町内行事として計画しておくことで、まずは防災訓練を町内に浸透させることも有
効ではないかと思われます。


【質問②】
近年では、自助と共助の間に「近助」（近くの困っているひとを助ける）という言葉聞きますが、いかがお考えでしょうか？
訓練でどのようにひとを動かすか、試行錯誤しております。

【回答】（中越市民防災安全士会 岸会長より）
災害時に隣近所が助け合うことを指す言葉の様ですね。地域全体で助け合う「共助」がコミュニティ活動がうまく機能しない中にあっても、お隣同志で助け合えるようにすることを推奨する考え方の様です。災害時のみならず、普段から隣近所とあいさつを交したり、顔の見える関係が構築されることは大変良い事だと思います。


【質問③】
町内の全世帯に情報を伝達する手段として、LINE等SNSが大変有効であると思いますが、どの程度の世帯が登録してくれるか不明であることから、登録してもらえない世帯への情報伝達をどうするか困っています。現在、情報伝達をLINEで行っている町内会はどのようにしているのか知りたいと思います。

【回答】（中越市民防災安全士会 岸会長より）
現在、情報伝達にSNSを利用している地域で、住民全員がSNS利用者だ、というところは殆どないと思います。私の町内でもSNS利用者は60％で、残りの方へは町内役員や防災委員が訪問し、警報発令の事実と避難行動をメモを持参して伝えています。SNS利用は過渡期であると割り切り、利用者と未利用者それぞれに対応していく必要があると思います。いずれは利用者が100％になっていくでしょう。


【質問④】
避難所を見学したいのですが、どうすればよいですか？

【回答】（長岡市　危機管理防災本部より）
　見学の内容により、避難所の施設管理者や避難所開設担当職員との調整が必要となります。見学をご希望の際はまずは危機管理防災本部にご相談ください。


【質問⑤】
　避難行動要支援者について、いざ災害が起きた時、最初にとるべき行動はなんですか？

【回答】（長岡市　福祉総務課より）
　どんな災害が起きた場合でも、まずは「安否確認を行い、避難（支援）が必要か判断する」ことが最初の行動になります。


【質問⑥】
原子力災害時のスクリーニングポイントの候補地点を全て、事前開示（平時に）してもらえませんか？

【回答】（長岡市　原子力安全対策室より）
　新潟県ホームページにて「新潟県避難退域時検査（スクリーニング）・簡易除染マニュアル」を公開しています。
なお、万が一の災害時は候補地から選択されるため、〇〇地区は△△（場所）と決まっているものではありません。


【質問⑦】
　原子力災害に関する研修内容をもう少し細かくしてもらえませんか？
　また原子力防災、屋内待避の市民への意識づけが足りないのではないでしょうか？

【回答】（長岡市　原子力安全対策室より）
　防災対策研修会内で細かい説明まで行うことは難しいため、原子力防災対策の出前講座を是非ご利用ください。
　また、研修会で配布した市民向けパンフレットをリニューアルして今年度中に全戸配布し、意識啓発も行っていきます。


